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平成２５年度 人事行政の運営等の状況の公表      
 

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（平成２５年度実施）   

 職 種 
申込者数 

（人） 

受験者数 

（人） 

合格者数 

（人） 
倍 率 

採用者数

（人） 

事 務 

（7/28実施） １７３ １５２ １４ １０．９ １４ 

（9/21実施） 

（任期付短時間）
７ ５ ３ １．７ ３ 

（2/2実施） 

（任期付） 
３０ ２７ ２ １３．５ ２ 

（2/2実施） 

（社会福祉主事）

（任期付） 

４ ３ １ ３．０ １ 

（2/2実施） 

（任期付短時間）
３６ ３１ １５ ２．１ １５ 

土 木 

（5/19実施） 

（年度途中採用）
９ ９ ３ ３．０ ３ 

（9/22実施） ５ ５ ２ ２．５ ２ 

（2/2実施） ３ ３ １ ３．０ １ 

（2/2実施） 

（任期付） 
１ １ １ １．０ １ 

電 気 （9/22実施） ７ ５ １ ５ １ 

保育士 
（2/2実施） 

（任期付） 
１２ １１ ４ ２．８ ４ 

保健師 
（2/2実施） 

（任期付） 
３ ３ １ ３．０ １ 

介護認定 

調査員 

（2/2実施） 

（任期付短時間）
４ ３ ２ １．５ ２ 

文化財 

専門員 

（2/2実施） 

（任期付短時間）
１ １ １ １．０ １ 

栄養士 
（2/2実施） 

（任期付短時間）
１０ ８ ２ ４．０ ２ 

消防職 （9/22実施） １９ １９ ３ ６．３ ３ 

看護師 （5/26実施） １ １ １ １．０ １ 
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（7/28実施） １６ １６ １６ １．０ １１ 

（8/25実施） １ １ １ １．０ １ 

（9/22実施） ５ ５ ４ １．３ ３ 

（10/27実施） １ １ １ １．０ １ 

（11/24実施） ２ ２ １ ２．０ １ 

（12/22実施） １ １ １ １．０ １ 

薬剤師 （8/25実施） ６ ４ ２ ２．０ １ 

臨床工学 

技士 

（12/22実施） ３ ３ １ ３．０ １ 

（2/9実施） ２ ２ １ ２．０ １ 

作業療法士 （12/22実施） ２ ２ １ ２．０ １ 
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２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴  職員の採用及び退職の状況 

職  種 平成２５年度中退職（人）平成２５年度中採用（人）

事務職 １８ ９ 

事務職（任期付） １ ２ 

事務職（任期付短時間） ５ ２２ 

保育士・教諭職 ５ ３ 

保育士・教諭職（任期付）  ３ 

電気職 ２  

土木職 ４ ５ 

土木職（任期付） ３ ３ 

建築職  １ 

機械職 １  

化学職 １ １ 

保健師（任期付）  ２ 

医師 ５ ４ 

薬剤師 ２ １ 

臨床工学技士  １ 

臨床検査技師 ２ ３ 

理学療法士 １  

看護師 １４ ５ 

消防士 ３ ４ 

技能労務職 ７  

教育職 ２ ３ 

合計 ７６ ７２ 
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⑵ 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

   

 

 部門 

職  員  数 対 前 年

増 減 数
主 な 増 減 理 由 

平成２５年 平成２４年

一 

般 

行 

政 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

    １０ 

   １２６ 

    ３５ 

   １３０ 

    ８６ 

     １ 

    １５ 

     ２ 

    ５８ 

    １０

   １３０

    ３４

   １３５

    ８４

     １

    １５

     ２

    ５５

    

   △ ４

     １

   △ ５

     ２

    

    

      

     ３

 

戸籍等窓口業務の見直し 

機構改革により 

保育所業務の見直し 

ごみ処理施設建設準備室の設置 

 

 

 

土木・都市政策業務の増 

小  計    ４６３    ４６６    △ ３  

特 

別 

行 

政 

教  育 

消  防 

    ９４ 

    ９５ 

    ９８

    ９５

   △ ４

      

社会教育・公民館等の業務の見直し 

 

小  計    １８９    １９３    △ ４  

公 

営 

企 

業 

等 

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

   ３０４ 

    ２８ 

    ４１ 

    ２９ 

   ３２５

    ２９

    ４２

    ３０

   △２１

   △ １

   △ １

   △ １

看護師等の退職による欠員不補充 

水道業務の見直し 

下水道業務の見直し 

介護保険業務の見直し 

小  計    ４０２    ４２６    △２４  

合 計  １,０５４  １，０８５    △３１  

 

 

３ 職員の給与の状況 

⑴  人件費の状況（普通会計決算）    

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額

Ａ

人 件 費

Ｂ

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 （参考） 

２４年度の人件費率

平成25年度 
人 

   ９３，９３５ 

千円

40,555,083

千円

  6,179,964

％ 

    １５．２ 

         ％

      ２０.０

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給     与     費 １人当たりの給与費

    Ｂ／Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

平成26年度 
   人 

 ７００ 

    千円 

  2,678,698 

     千円

     532,468

     千円

   982,150

    千円 

  4,193,316 

        千円

     ５,９９０ 

   ※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

     給与費は、当初予算に計上された額です。 
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⑶ ラスパイレス指数の状況 

平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２１年度 

106.5(※1) 

 98.4(※2) 

100.0(※3) 

107.5(※1) 

 99.3(※2) 

 

98.9 98.5 97.7 

   ※1 当該年度の４月１日時点の数値 

   ※2 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）による 

給与減額措置がない場合の数値 

   ※3 高砂市実施の給与減額実施時点（平成２５年７月１日）の数値 

 

 ⑷ 職員の平均年齢と平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４４歳 ７月 ３４３，０２９円 

技能労務職 ５２歳 ２月 ３６３，８５１円 

  

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区   分 
経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 
大学卒  275,450円 33歳 0月  314,369円 38歳 7月  353,673円 42歳11月

高校卒 該当職員なし  255,600円 33歳 7月  311,383円 41歳 4月

技能労務職 高校卒 該当職員なし 該当職員なし 該当職員なし 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在） 

区     分 初 任 給 ２年後の給料 

一般行政職 
大学卒   180,600 円   191,200 円 

高校卒   145,900 円   152,800 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在） 

区  分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な職務内容 

部 長 

室 長 

局 長 

室 長

次 長

局 長

課 長

主 幹

副課長

係 長

主 任

事務吏員

技術吏員

事務吏員 

技術吏員 

事務員

技術員
 

職 員 数 １３人 ２５人 ６９人 ２０４人 ３６人 ２４人 １５人 ３８６人

構 成 比   3.4 ％   6.5 ％  17.9 ％  52.8 ％   9.3 ％   6.2 ％  3.9 ％   100 ％

参 

考 

１年前の構成   3.4 ％   6.0 ％  17.9 ％  55.4 ％   8.3 ％   5.4 ％  3.6 ％   100 ％

５年前の構成   2.7 ％   5.7 ％  22.1 ％  49.5 ％  11.6 ％   3.7 ％  4.7 ％   100 ％

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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 ⑻ 職員手当 

  ア 期末手当及び勤勉手当   

支給実績（平成２５年度普通会計決算） 

                ９５５，２９３ 千円  

１人当たり平均支給額（平成２５年度普通会計決算） 

               １，４５６，２３９ 円 

（平成２５年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

 ６月期  １．２２５月分  ０．６３５～０．７１５ 月分

１２月期  １．３７５月分  ０．６３５～０．７５５ 月分

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

  イ 退職手当（平成２５年４月１日現在） 

 

  ウ 地域手当（平成２５年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（平成２５年度普通会計決算）

支 給職員１ 人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成２５年度普通会計決算）

全 市 域 ３％ １４５，７８３千円    ２２２，２３０ 円 

  エ 特殊勤務手当 

 支給実績（平成２５年度普通会計決算）    １６，９７６ 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度普通会計決算）   １１４，７０２ 円

 手当の種類（手当数）        ２２ 

  オ 時間外勤務手当 

平成２５年度普通会計決算 
支 給 総 額   １４８，６８６ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２８２，６７３ 円 

平成２４年度普通会計決算 
支 給 総 額   １３８，４７２ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２６５，７８１ 円 

   

 

１人当たり平均支給額 

               １６，５６０ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    23.03月分      28.7875月分 

  勤続25年    32.83月分       38.955月分 

  勤続35年    46.55月分        55.86月分 

  最高限度額   55.86月分        55.86月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～２０％加算 
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  カ 扶養手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２５年度普通会計決算） 

                              ７８，５７５ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度普通会計決算） 

                              ２４７，８７０ 円 

 配偶者                                   月 １３，０００円 

 配偶者以外の扶養親族                         月  ６，５００円 

配偶者がない場合の扶養親族のうち１人                       月 １１，０００円 

 扶養親族のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

  キ 住居手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２５年度普通会計決算） 

                ２６，４７６ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度普通会計決算） 

                 ６６，１９０ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

自宅居住者（持家）    ２，０００円  

    ク 通勤手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２５年度普通会計決算） 

                ３０，８００ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度普通会計決算）

                 ６１，２３２ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額     ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満   ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満   ４，１００円 

   １０㎞以上１５㎞未満   ６，５００円 

   １５㎞以上２０㎞未満   ８，９００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満  １１，３００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満  １３，７００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満  １６，１００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満  １８，５００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満  ２０，９００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満  ２１，８００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満  ２２，７００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満  ２３，６００円 

   ６０㎞以上       ２４，５００円 
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   ケ 管理職手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２５年度普通会計決算） 

                 ９７，８５０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度普通会計決算） 

                 ７５２，６９２ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く。）  １０３，０００円 

 ・部長級の参事       ７９，０００円 

 ・室長級          ７４，０００円 

 ・課長級          ５６，０００円 

 ・副課長級         ３９，０００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５３，０００円 

  ・副院長         １３６，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９１，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長、 ７４，０００円 

  中央放射線室部長 

 ・副薬局長、中央検査科長、 ５６，０００円 

  中央放射線室長、 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長、    ４３，０００円 

  中央放射線室副室長、 

  リハビリテーション副室長 

ｄ 看護師 

 ・副院長         １０７，０００円 

 ・看護局長         ９８，０００円 

 ・看護局次長        ７４，０００円 

 ・看護課長         ５１，０００円 

   ※55 歳を超えた職員については、上記手当額から 1.5％を減じた額を支給（医師を除く。） 
 
 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成２５年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

給  料 
市  長 副市長 

 
 １，０１２，０００円   ８３２，０００円 

報  酬 
議  長 副 議 長 議  員 

  ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

期末手当 

 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

６月期      １．８７５ 月分 

１２月期      ２．０２５  月分 

計       ３．９００ 月分 

（１２月期については、上記支給額から、市長は450,000円、副市長は370,000

円、議長・副議長・議員は140,000円をそれぞれ減額して支給） 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 勤務時間 

  ア 土曜日及び日曜日に閉庁している職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を６０分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

   

イ 土曜日及び日曜日又はこれらのどちらかを開庁している職場 

   代表的な職場 

    保育所等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 土曜日及び日曜日又はこれらに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又はそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

(ｳ) 育児休業（平成２５年度） 

 

 

 

 

 

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々少なくとも３０分 １日２回各々少なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

子の看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

短期介護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 

介護休暇 ６月以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得した者   ８ 人

前年度から引き続いている者  １９ 人
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(ｴ) 部分休業（平成２５年度） 

 

 

 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴  分限処分者数（平成２５年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職 １０ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

⑵  懲戒処分者数（平成２５年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  ０ 

停 職  ０ 

減 給  ２ 

戒 告  １ 

 

 

６ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 選挙における期日前投票事務に従事するため 

   イ 教員免許更新のための講習に参加するため 

   ウ 人間ドック受診のため 

   エ 研修を受けるため 

 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得した者   ５ 人
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７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

  ア 内部研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

新任職員研修 
公務員としての心構

え、勤務条件、人権学

習、公文書の書き方 
57 

メンタルヘルス 
(セルフケア）研修

ｽﾄﾚｽとその要因、ｽﾄﾚｽ

軽減法、ｽﾄﾚｽ対処法 
24 

新任課長研修 
市議会の概要、議会資

料作成、勤務評定につ

いて 

9 
メンタルヘルス 

(ラインケア）研修

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの現状、管理

者に求められる役割 
16 

新任職員研修(２) 市内福祉施設見学 34 
災害時高齢者  
生活支援研修  

高砂市地域福祉計画、

地域福祉に関する意

識 
15 

人 権 研 修 
日常生活における人

権、ﾊﾟﾜﾊﾗ、ｾｸﾊﾗ 
34 Ｏ Ｊ Ｔ 研 修  

ＯＪＴの基礎的知識、

育成計画の立て方 
17 

工事監督員研修 
建設工事の設計、監督

に必要な基本的な知

識 

54 男女共同参画研修
職場のハラスメント

について 
30 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修 
コンプライアンス違

反を防止する体制づ

くり 
49 交通安全研修  

交通事故防止の心構

え 
44 

パソコン研修  
公開羅針盤の操作方

法、ﾜｰﾄﾞ・ｴｸｾﾙの基礎 
8 交通事故防止研修

交通事故を起こさない

ための心構え、ｸﾞﾙｰﾌﾟ

討議 
9 

上級職員研修  
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ理論、ﾀｲﾑﾏ

ﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾝｾﾝｻｽ能力 
21 

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ 
養 成 研 修 

認知症の基礎知識、認

知症の人への接し方 
32 

労働安全研修  
職場における安全確

保及び安全配慮義務 
34 健康づくりｾﾐﾅｰ 

生活習慣病に対する

知識、予防方法 
22 

高砂市文化振  
興基本方針に  
関する講演会  

高砂市文化振興基本

方針 
60 人事評価研修 

評価者(面談者)の心

構え、育成面談演習 
12 

普通救命講習  
AED の正しい使用法、

基本的心肺蘇生法 
32 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾄﾗﾌﾞﾙ  
防止啓発研修  

携帯電話・インターネ

ットに潜む危険 
43 

庶務事務研修  

文書事務 

会計事務 

契約事務 

財務事務 

36 

35 

29 

40 

   

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 全国市町村国際文化研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

固定資産税課税 
事務（土地） 

資産税の理論、 
土地評価の実地演習 

1 
市町村長特別ｾﾐﾅｰ

「地域経営塾」 
地域経営、地域マネジ

メント 
2 

市 町 村 税 
徴 収 事 務 

国税徴収法、財産調

査、差押、納税者折

衝 
1 

ｿﾘｭｰｼｮﾝﾌｫｰｶｽに 
よ る 解 決 構 築 

ソリューションフォ

ーカスの基礎、手法 
1 
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保育士･幼稚園 
教諭のための 
保 育 行 政 

子ども・子育て関連

３法の概要、保育相

談の実践方法 
1 地域防災力の向上

地域防災力、災害情報

共有等の仕組みづく

り 
1 

固定資産税課税 
事務（家屋）  

資産税の理論、 
家屋評価の実地演習 

1 
災 害 時 の 市  
町 村 の 対 応  

災害時における初動

対応のマネジメント 
1 

 

(ｲ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

接 遇 指 導 者 
養 成 研 修 

ﾏﾅｰとｺﾆｭﾆｹｰｼｮﾝ、面接

応対、電話応対、ｸﾚｰ

ﾑ対応 
1 民 法 研 修 

総論、物権、債権、相

続、事例検討 
1 

公 務 員 倫 理 
指導者養成研修 

信頼確保に向けて、公

務員に求められる倫

理 
1 中堅職員研修 

交渉・調整力、政策形

成、公務員倫理、防

災・減災への取組、キ

ャリア形成 

8 

行政法(争訟)研修 
行政に対する不服申

立てと争訟 
1 

第１回市町部局 
長等管理職研修 

アベノミクスの兵庫

県経済への波及につ

いて 
1 

政策法務研修 
条例作成のﾎﾟｲﾝﾄ、課

題研究・条例案作成 
1 

市 町 職 員 
第 １ 部 研 修 

変革時代の地方自治、

説明・発信力、課題解

決力 
12 

クレーム対応力 
向 上 研 修 

ｸﾚｰﾑ対応の基礎、 
ﾊｰﾄﾞｸﾚｰﾑへの対応法 

2 
第２回市町部局 
長等管理職研修 

国際経済情勢と地域

経済の活性化 
1 

 

(ｳ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

新任職員研修 
人権研修、地方自治

制度、地方公務員制

度 

12 業務改善推進研修
戦略的業務改善、方針

管理との連動 
3 

固 定 資 産 税 
課税事務研修 

地方税法総則、土地、

家屋、償却資産 
1 

住 民 税 課 税 
事 務 研 修 

地方税法総則、住民

税、所得税、事例研究
1 

組織の中の自 
分と仕事のす 
す め 方 研 修  

伝える力、自己分析、

対人基礎力、チーム

ワークの発揮方法 

2 法 制 研 修 
法制執務総論、法令の

形式・解釈、改廃 
1 

政策形成研修  
情報分析の基礎、 
データ活用の基礎 

2 
意思決定能力  
強 化 研 修 

行政環境変化と組織

決定、戦略と業務 
4 

ﾍﾋﾞｰｸﾚｰﾑ対応  
能力向上研修  

ﾍﾋﾞｰｸﾚｰﾑに対する心

得、断り方 
2 議会答弁実務研修

地方議会の役割、答弁

書の作成 
2 

モチベーション  
マネジメント研修 

ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、部

下への動機づけ 
4 ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ研修 

指導に当たっての心

得、ほめ方・叱り方 
3 

徴収事務研修 
地方税法総則、滞納

整理、事例研究 
2 

危機発生時におけ

るﾏｽｺﾐ対応研修

ｸﾗｲｼｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、ﾏｽ

ｺﾐ対応、事例紹介 
2 

メンタルヘルス 
（ラインケア）研修 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策の意義、

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ不全者の対

応 
2 

対人折衝・交 
渉力強化研修 

交渉の展開話法、説

得・交渉の重層構造 
2 
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ﾒﾝﾀﾙﾀﾌﾈｽ研修 
ﾒﾝﾀﾙﾀﾌﾈｽの重要性、

ﾒﾝﾀﾙﾀﾌﾈｽのための実

践 
6 ＯＪＴ実践研修 

部下指導・育成の核

心、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ 
3 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 
能力向上研修  

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの重要

性、進め方、ﾌﾞﾗｯｼｭｱ

ｯﾌﾟ 
3 

ﾛｼﾞｶﾙ・ ｺﾐｭﾆ 
ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ 研 修 

理論的でわかりやす

い伝達技術 
2 

住民対応能力  
向 上 研 修 

クレームへのアプロ

ーチ、タイプ別対応 
3 

法 的 思 考 力  
養 成 研 修 

法的思考、社会におけ

る紛争と法 
2 

ﾛ ｼ ﾞ ｶ ﾙ ・ ﾗ ｲ  
ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ 研 修 

情報整理、文書ﾌｫｰﾑ、

報告書、議事録 
2 

クレーム対応力 
強 化 研 修 

クレーム対応の基礎

知識、心構え、技法 
2 

 

 (ｴ) 兵庫県市町振興課又は(財)兵庫県市町村振興協会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

地 方 債 事 務 
担当職員研修 

地方債制度、 
平成 25 年度の改正点 

5 
交 付 税 担 当  
職 員 研 修 

基準財政需要額・基準

財政収入額の算定方法
2 

地方公営企業会 
計担当職員研修 

地方公営企業会計制

度、財務諸表の作成 
2 

財務事務担当  
職 員 研 修 

地方公共団体の財務制

度、事例演習 
1 

徴 収 事 務 
担当職員研修  

徴収関係法令解説、 
滞納処分の実務 

1 
地方公営企業会 
計制度実務研修 

地方公営企業会計基準

の見直し 
2 

財政担当職員研修 
財政健全化法、 
地方公会計改革 

3 パソコン研修 

初級、中級、応用、ｴｸ

ｾﾙ応用、ｱｸｾｽ一般、ﾊﾟ

ﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ一般・応用、情

報ｾｷｭﾘﾃｨ 

25 

    

(ｵ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人）
研修名 研修内容 

人員

（人）

広報基礎講座 
効果的な編集とﾚｲｱｳ

ﾄ、企画・取材のﾉｳﾊｳ 
1 

衛 生 管 理 者 

受 験 講 習 会 

労働基準法、労働安全

衛生法、労働衛生 
1 

共済組合事務担当

初任者事務研修会 

長期給付、短期給付、

貸付事業、保健事業 
1 

兵庫県市長会 
調査研究事業  

自治体、観光振興にお

けるビジネス感覚 
1 

番号制度の仕組

み・導入体制・ス

ケジュール・シス

テ ム 改 修 準 備 

番号制度の仕組

み・導入体制・スケジ

ュール 
1 

第３回自治体災 
害対策全国会議 

官民一体の災害避難、

総合防災情報システ

ム 
2 

尼 崎 市 視 察 

（業務改善の取り 

組みについて） 

業務改善の事例 1 
共 済 組 合 事 

務 説 明 会 

長期給付、短期給付、

貸付事業等の制度変

更 
1 

公務災害補償事 

務担当者研修 

公務（通勤）災害の認

定基準、補償の実務 
1 

東播磨地域不当要

求防止対策研修会
不当要求対応 9 

北陸・東海・近畿

三地区共催都市監

査 事 務 研 修 会 

会計検査制度と決算

検査報告の解説 
1    
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(ｶ) 先進都市派遣研修 

派遣先都市名 研修内容 
人員

（人）
派遣先都市名 研修内容 

人員

（人）

三重県 
三重郡朝日町 

幼保一体化における

事務、保育計画 
2 

埼玉県三郷市 
群馬県渋川市 

救急隊と消防隊の連携

出動、消防戦術、訓練

方法 
2 

和歌山県 
和歌山市 

映画祭を起点とした

地域活性化のあり方 
4 

大阪府 
三島郡島本町 

いきいき百歳体操の実

施、運営 
2 

島根県松江市 
兵庫県たつの市 

ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑにおける業務

ﾊﾟｯｹｰｼﾞｼｽﾃﾑ導入事例 
2   

 

（ｷ）各任命権者の研修 

上記のほか各任命権者においても必要な研修を実施 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

   昇任、昇格試験 

  ア 実施月  平成２５年８月 

  イ 対象者  平成２６年４月昇任、昇格者 

   (ｱ) 係長級昇任試験受験者    ２３人 

   (ｲ) 係長級昇任者        １１人 

   (ｳ) ４級昇格者          ５人 

   (ｴ) ３級昇格者         １５人 

   (ｵ) ２級昇格者         ２１人 

 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

 

   (ｲ) 掛金と負担金 

  平成２５年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 給料月額 １６８．３２５０ ２１４．３６２５ ３８２．６８７５

賞 与 支給総額 １３４．６６００ １７１．４９００ ３０６．１５００

 

   (ｳ) 保険給付事業（健康保険及び国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保険給付 

療養の給付、療養費、出産費及び埋葬料 

    ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 

    ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 

 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

     退職共済年金  （申請件数  １８人） 

    ｂ 障害給付 

     (a) 障害共済年金  （申請件数  １人） 
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     (b) 障害一時金   （申請件数  ０人） 

    ｃ 遺族給付 

     遺族共済年金  （申請件数   ３人） 

    ｄ 基礎年金 

     老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

   (ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う。） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ３００人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ６３人） 

     (d) 子宮がん検診助成  （ １３９人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

   

イ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号） 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 

 

   (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－児童手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

職   種 負 担 率 理事長が定める率 

一般職員 １．０４／１０００ ０．９９６ 

清掃職員 ３．３４／１０００ ０．９７６ 

消防職員 １．６７／１０００ ０．９９７ 

教育関係職員 １．０５／１０００ ０．９８９ 

水道・下水道職員 １．３４／１０００ ０．９９２ 

   (ｴ) 認定件数      ６件 

  

 ウ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断       受診者数【市全体】 ７３０人 

    ｂ 特殊健康診断 

     ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】  ７２人 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

取扱金融機関（９社） 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者    ５１人 

ｂ ３０年勤続者    ２６人 

 

  エ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，０６１人（平成２５年４月現在） 

    兵庫県市町村職員共済組合 

    兵庫県市町村職員退職手当組合  いずれかに加入している職員 

    公立学校共済組合兵庫県支部 
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   (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 

評議員（２０人） 

    ｂ 理事会 

理事（６人） 

    ｃ 事務局 

理事長、副理事長及び事務局長 

   (ｳ) 掛金と負担金（平成２１年１０月以降休止） 

    ａ 掛金 

     給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

     給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     (a) 死亡弔慰金     （ ０人） 

     (b) 結婚祝金      （ ０人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （ ０人） 

     (e) 脱退給付金     （ ０人） 

 

    ｂ 貸付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     生活資金の貸付け及び災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金（平成２１年１０月以降休止） 

     (b) 宿泊施設利用助成（助成券及び助成金）（平成２１年１０月以降休止） 

     (c) チケットのあっせん（互助会が助成しないものについては、平成２１年１０月以降も継続） 

 

 ⑵ 利益の保護の状況 

  ア 措置要求     ２件 

  イ 不服申立て    １件 


